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警察庁がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべき

措置について定める計画

平 成 2 8 年 1 0 月 3 日

警 察 庁

「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置

について定める計画 平成28年５月閣議決定 以下 政府実行計画 という 及び 政」（ 。 「 」 。） 「

府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置につい

て定める計画の実施要領 （平成28年５月13日地球温暖化対策推進本部幹事会申合せ）に」

基づき、警察庁が自ら実行する具体的な措置に関する実施計画を下記のとおり定める。

１ 対象となる事務及び事業

本計画は、原則として、警察庁の全ての事務及び事業を対象とする。

なお、公共の安全と秩序の維持という警察の責務を果たす上で支障を来すことのな

いように十分に配慮するものとする。

２ 対象期間等

本計画は、2016年度から2030年度までの期間を対象とする。ただし、政府実行計画

の見直しの状況等を踏まえ、2021年度以降の実施計画について見直しを行うものとす

る。

３ 温室効果ガスの総排出量に関する目標

本計画に盛り込まれた措置を着実に実施することにより、2013年度を基準として、

警察庁の事務及び事業に伴い直接的又は間接的に排出される温室効果ガスの総排出量

を2030年度までに40％削減することを目標とする。

また、中間目標として、2020年度までに10％削減を目指すこととする。

この目標は、警察庁の取組の進捗状況や温室効果ガスの排出量の状況等を踏まえ、

一層の削減が可能である場合には適切に見直すこととする。

４ 個別対策に関する目標

１ 一般公用車に占める次世代自動車の割合

2030年度までに代替可能な次世代自動車（ハイブリッド自動車（ＨＶ 、電気自動）

車（ＥＶ 、プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ 、燃料電池自動車（ＦＣＶ 、） ） ）
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クリーンディーゼル自動車（ＣＤＶ 、ＣＮＧ自動車等）がない場合を除き、一般公用）

車のほぼ全てを次世代自動車とすることに向けて努める。

2020年度の中間目標として、一般公用車の４割程度を次世代自動車とすることに向

けて努める。

２ 公用車の燃料使用量

公用車で使用する燃料の量を、2013年度比で、2020年度までにおおむね15％以上削

減することに向けて努める。

３ ＬＥＤ照明の導入割合

ＬＥＤ照明のストックでの導入割合を、2020年度までに50％以上とすることに向け

て努める。

４ 用紙の使用量

用紙類の使用量を、2013年度比で、2020年度までにおおむね10％以上削減すること

に向けて努める。

５ 事務所の単位面積当たりの電気使用量

事務所の単位面積当たりの電気使用量を、2013年度比で、2020年度までにおおむね

10％以上削減することに向けて努める。

６ エネルギー供給設備等における燃料使用量

エネルギー供給設備等で使用する燃料の量を、2013年度比で、2020年度までにおお

むね10％以上削減することに向けて努める。

７ 事務所の単位面積当たりの上水使用量

事務所の単位面積当たりの上水使用量を、2013年度比で、2020年度までに10％以上

削減することに向けて努める。

５ 措置の内容

１ 建築物の建築、管理等に当たっての配慮

(1) 建築物における省エネルギー対策の徹底

ア 建築物を建築する際には、省エネルギー対策を徹底し、温室効果ガスの排出の

抑制等に配慮したものとして整備する。

イ 「省エネルギー診断の実施について （平成28年５月13日地球温暖化対策推進本」

部幹事会申合せ）を踏まえ、別添１のとおり、警察庁が管理する大規模な庁舎か

ら順次、その庁舎等施設の省エネルギー診断を実施する。

診断結果に基づき、エネルギー消費機器や熱源の運用改善を行う。



- 3 -

さらに、施設・機器等の更新時期も踏まえ高効率な機器等を導入するなど、費

用対効果の高い合理的な対策を計画、実施する。

ウ 「エネルギー消費の見える化とエネルギー管理の徹底について （平成28年５月」

13日地球温暖化対策推進本部幹事会申合せ）を踏まえ、エネルギー管理の徹底を

図るため、合同庁舎２号館、東雲合同庁舎、警察大学校、科学警察研究所等に導

入されているビルのエネルギー管理システム（ＢＥＭＳ）を活用し、庁舎のエネ

ルギー使用について不断の運用改善に取り組む。

ＢＥＭＳにより把握した庁舎のエネルギー消費量等のデータについては、ホー

ムページにおいて公表するなどの方法による情報公開を図る。

(2) 温室効果ガスの排出の抑制等に資する建設資材等の選択

ア 建設資材については、再生された又は再生できるものをできる限り使用すると

ともに、コンクリート塊等の建設廃材、スラグ、廃ガラス等を路盤材、タイル等

の原材料の一部として再生利用を図る。

また、支障のない限り混合セメントの利用に努める。

イ 断熱性能向上のため、屋根、外壁等への断熱材の使用や、断熱サッシ・ドア等

の断熱性の高い建具の使用を図る。

特に、建築物の断熱性能に大きな影響を及ぼす窓については、複層ガラスや二

重窓、遮光フィルム、窓の外部のひさしやブラインドシャッターの導入等、断熱

性能の向上に努める。

ウ 「 警察庁における公共建築物における木材の利用の促進のための計画」の策定「

について（通達 （平成28年４月１日付け警察庁丁会発第581号）に基づき、木材）」

利用の効果的な取組の推進に努める。

エ 安全性、経済性、エネルギー効率、断熱性能等に留意しつつ、利用可能である

場合には、ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）を使用しない建設資材の利用を

促進する。

オ 損失の少ない受電用変圧器の使用を促進するなど設備におけるエネルギー損失

の低減を促進する。

カ 電力負荷平準化に資する蓄熱システム等の導入を極力図る。

(3) 温室効果ガスの排出の少ない空調設備の導入

ア 空調設備について、温室効果ガスの排出の少ない機器の導入を図る。

また、既存の空調設備についても、その更新時に温室効果ガスの排出の少ない

機器の導入を図る。

イ 庁舎に高効率空調機を可能な限り幅広く導入する。

、 、ウ 冷却性能の低下等の異常が認められた場合 冷媒の漏えいの可能性があるため

速やかに補修その他の必要な措置を講ずる。

(4) 冷暖房の適正な温度管理

ア 庁舎内における冷暖房温度の適正管理（冷房の場合は28度程度、暖房の場合は
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19度程度）を一層徹底するよう空調設備の適正運転を図る。

イ コンピュータ室の冷房については、コンピュータ性能が確保できる範囲内で可

能な限り設定温度を上げるなどの適正な運用に努める。

(5) 再生可能エネルギー等の有効利用

ア 建築物の規模、構造等の制約の下、可能な限り、太陽熱、バイオマスエネルギ

ー等の再生可能エネルギーを活用した設備を導入する。

イ 庁舎や公務員宿舎に太陽熱利用、木質バイオマス燃料を使用する暖房器具やボ

イラー等を可能な限り幅広く導入する。

ウ 建築物の立地する地域において、地域冷暖房等の事業が計画されている場合に

は、参加するよう図る。

エ 建築物の規模・用途等を検討し、燃料電池を含むコージェネレーションシステ

ム、廃熱利用等のエネルギー使用の合理化が図られる設備の導入を図る。

(6) 太陽光発電の導入の整備方針

ア 周辺の整備状況や気候等の地域的条件、建物の使用条件等を考慮しつつ、施策

の効果を有効に発揮できるよう整備するものとする。

、 、イ 国民への施策の周知について考慮するとともに 発電電力量等を表示するなど

効果についての説明が可能となるよう配慮して整備するものとする。

ウ 既存庁舎へ整備する場合は、構造体の耐震安全性、積載荷重、整備後のメンテ

ナンス等を考慮するものとする。

(7) 水の有効利用

ア 建築物等における雨水の適切な利用が可能な場合は、雨水の貯留タンク等の雨

水利用設備の導入について、建築物の規模・用途に応じて検討し、設置する。

イ 建築物から排出される排水の適切な再利用が可能な場合は、排水再利用設備の

導入について、建築物の規模・用途に応じて検討し、設置する。

ウ 節水トイレの設置を図る。

エ 給水装置等の末端に、必要に応じて、感知式の洗浄弁・自動水栓等節水に有効

な器具を設置する。

オ 排水再利用・雨水利用設備等の日常の管理の徹底を図る。

(8) その他

ア 温室効果ガスの排出の少ない施工の実施

(ｱ) 建築物の建築等に当たっては支障のない限りエネルギー消費量の少ない建設

機械を使用するよう発注者として促す。

(ｲ) 出入車輛から排出される温室効果ガスの抑制を発注者として促す。
りよう

(ｳ) 建設業者による建設廃棄物等の適正処理を発注者として確認する。

イ 建築物の建築等に当たってのその他の環境配慮の実施

(ｱ) 庁舎等の敷地について植栽を施し、緑化を推進するとともに、保水性舗装や
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散水の実施に努める。

(ｲ) 敷地内の環境の適正な維持管理の推進のため、所管地に生育する樹木の剪定
せん

した枝や落葉等は、再生利用を行い、廃棄物としての排出の削減を図るととも

に、休閑地については緑化に努めるなど適正な維持管理を図り、ごみの不法投

棄を防ぐ。

(ｳ) 定格出力が大きく負荷の変動がある動力装置について、インバータ装置の導

入を図る。

(ｴ) エレベーターの運転の高度制御、省エネルギー型の照明機器の設置、空調の

自動制御設備について、規模・用途に応じて検討し、整備を進める。

(ｵ) 屋外照明器具の設置に当たっては、上方光束が小さく省エネルギー性の高い

適切な照明機器を選定する。

(ｶ) 建築物の設計者を選定する際、国等における温室効果ガス等の排出の削減に

配慮した契約の推進に関する法律（平成19年法律第56号。以下「環境配慮契約

法」という ）の基本方針にのっとり、温室効果ガスの排出抑制技術やノウハウ。

に秀でた者であるかどうかを考慮するなど、技術的能力の審査に基づく選定方

法を採用し、環境への配慮を重視した企画の提案等の採用を進める。

ウ 施設や機器の効率的な運用に資する設備の導入

(ｱ) 最大使用電力を設定し、使用電力に応じて警報の発生や一部電力の遮断（防

災上必要な部分を除く ）等を行う電力のデマンド監視装置等の導入を図る。。

(ｲ) 機器の効率的な運用に資するため、機械室の換気運転の室温に応じた制御を

可能とする温度センサーや、空調の効率低下を防ぐための室外機への遮光ネッ

ト等の導入を図る。

エ 新しい技術の率先的導入

民間での導入実績が必ずしも多くない新たな技術を用いた設備等であっても、

高いエネルギー効率や優れた温室効果ガス排出抑制効果等を確認できる技術を用

いた設備等については、率先的導入に努めるものとする。

建築物の省エネルギー性能向上等により、2020年度までに新築建築物でＺＥＢ

（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）を実現することを目指す。

２ 財やサービスの購入・使用に当たっての配慮

(1) 次世代自動車の導入

次世代自動車に係る中間目標の達成に向けて、次の措置を講じる。

ア 更新時に合わせて計画的に次世代自動車を導入する。

イ 次世代自動車への買換えに当たっては、使用実態を踏まえ必要最小限度の大き

さの車を選択するなど、より温室効果ガスの排出の少ない車の導入を進め、当該

車の優先的利用を図る。

(2) 自動車の効率的利用

公用車で使用する燃料の量の削減に係る2020年度の目標達成に向けて、次の措置

を講じる。
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ア 公用車等の効率的利用等

(ｱ) 公用車の使用に際しては、警備上・業務上の必要性を考慮する。

(ｲ) 車一台ごとや燃料設備ごとの走行距離 燃費等を把握するなど燃料使用量の調、

査をきめ細かく行う。

、 、(ｳ) アイドリング・ストップ装置の活用等により 待機時のエンジン停止の励行

不要なアイドリングの中止等の環境に配慮した運転を行う。

(ｴ) ３メディア対応型の道路交通情報通信システム（ＶＩＣＳ）対応車載機を積

極的に活用する。

(ｵ) タイヤ空気圧調整等の定期的な車両の点検・整備の励行を図る。

(ｶ) 夏期におけるカーエアコンの設定温度を１度アップする。

(ｷ) 用途等に応じ、ガソリンを満タンにしないなどの効率的利用を図る。

(ｸ) 通勤時や業務時の移動において、鉄道、バス等公共交通機関の利用を推進す

る。

(ｹ) タクシー券の適切な管理の一層の徹底を図り、不要不急のタクシー利用を抑

制する。

(ｺ) 来庁者に対しても低公害車の優先利用、自動車の利用の抑制や効率化を呼び

掛ける。

イ 公用車の台数の見直し

使用実態を精査し、公用車台数の見直しを行い、その削減を図る。

(3) 自転車の活用

本庁及び地方・附属機関における日常の連絡業務等に伴う短距離の移動手段とし

て自転車の積極的な活用を図る。

(4) 小売電気事業者との契約

庁舎の使用電力購入に際して、環境配慮契約法の基本方針にのっとり、温室効果

ガス排出係数の低い小売電気事業者の選択を極力図る。

(5) エネルギー消費効率の高い機器の導入

ア ＬＥＤ照明の導入

ＬＥＤ照明のストックでの導入割合に係る2020年度の目標達成に向けて、次の

措置を講じる。

(ｱ) 庁舎の新築・改修時には、原則としてＬＥＤ照明を導入する。

(ｲ) 既存照明の更新時には、次のとおりとする。

・ 設置、更新後15年を経過している照明については、原則として2020年度ま

でにＬＥＤ照明への切替えを行う。

・ ＬＥＤ照明及びＨｆ蛍光灯以外の照明機器（ＦＬ蛍光灯等）は、ＬＥＤ照

、明への交換による費用削減効果及び省エネ効果が極めて大きいことを踏まえ

2015年度時点で設置後15年以上経過していないものも含め、執務室及び照明
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の使用形態が執務室と同様の場所において、原則として2020年度までにＬＥ

Ｄ照明への切替えを行う。

(ｳ) (ｱ)及び(ｲ)のＬＥＤ照明導入の際には、原則として調光システムを併せて導

入する。

(ｴ) 既存照明の入替え時については、リース方式により契約を行うなど、費用の

平準化を図る。

なお、リース方式による場合にも、調光システム付きのものを採用する。

(ｵ) (ｲ)以外の既存照明については、2020年度の政府実行計画の見直しの際に定め

られる方針に基づき切替えを行うこととする。

イ 省エネルギー型ＯＡ機器等の導入等

現に使用しているパソコン、コピー機等のＯＡ機器、電気冷蔵庫、ルームエア

コン等の家電製品等の機器について、旧型のエネルギーを多く消費するものの廃

止又は買換えを計画的、重点的に進め、買換えに当たっては、エネルギー消費の

より少ないものを選択する。

また、これらの機器等の新規の購入に当たっても同様とする。

さらに、機器の省エネルギーモード設定の適用等により、待機電力の削減を含

めて使用面での改善を図る。

ウ 節水機器等の導入等

現に使用している水多消費型の機器の廃止又は買換えを計画的に進め、買換え

に当たっては、節水型等のものを選択する。

また、これらの機器の新規の購入に当たっても同様とする。

(6) 用紙類の使用量の削減

用紙類の使用量を、2013年度比で、2020年度までにおおむね10％以上削減するた

め、次の措置を講じる。

ア 会議用資料や事務手続の一層の簡素化を図る。

イ 各種報告書類の大きさ等の規格の統一化を進め、また、そのページ数や部数に

ついても必要最小限の量となるよう見直しを図る。

ウ 両面コピーの徹底を図る。

エ 内部で使用する各種資料を始め、閣議、審議会等の政府関係の会議へ提出する

資料や記者発表資料等についても特段支障のない限り極力両面コピーとする。

また、不要となったコピー用紙（ミスコピーや使用済文書等）については、再

使用の徹底を図る。

オ 情報の電子的共有によるペーパーレス化を図る。

カ 身の回りの書類は基本的に電子ファイルで管理し、ペーパーストックのスモー

ル化を図る。

キ 会議用資料の電子媒体での提供や事前のホームページ掲載に取り組み、配布資

料の削減を図る（会議等のペーパーレス化 。）

ク 使用済み用紙の裏紙使用を図る。
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ケ 使用済み封筒の再使用等、封筒使用の合理化を図る。

コ 電子決裁の推進を図る。

(7) 再生紙等の再生品や合法木材の活用

ア 再生紙の使用等

(ｱ) 購入し 使用するコピー用紙 けい紙 トイレットペーパー等の用紙類につい、 、 、

ては、再生紙の使用を進める。

(ｲ) 印刷物については、再生紙を使用するものとする。

また その際には古紙パルプ配合率を明記するよう努めるとともに 可能な場、 、

合においては 市中回収古紙を含む再生紙の使用拡大が図られるような配慮を行、

う。

イ 合法木材、再生品等の活用

(ｱ) 購入し 使用する文具類 機器類 制服・作業服等の物品について 再生材料、 、 、 、

から作られたものを使用する。

(ｲ) 合法性が証明された木材又は間伐材等の温室効果ガスの排出量がより少ない木

材や再生材料等から作られた製品を使用する。

(ｳ) 初めて使用する原材料から作られた製品を使用する場合には リサイクルのル、

ートが確立しているものを使用する。

(8) ＨＦＣ等の代替物質を使用した製品等の購入・使用の促進等

ア ＨＦＣの代替物質を使用した製品等の購入・使用の促進

(ｱ) 庁舎等の公共施設の冷蔵庫 空調機器及び公用車のカーエアコンの購入 交換、 、

に当たっては 代替物質を使用した製品や ＨＦＣを使用している製品のうち地、 、

球温暖化への影響のより小さい機器の導入を図る。

(ｲ) エアゾール製品を使用する場合にあっては 安全性に配慮し必要不可欠な用途、

を除いて、代替物質を使用した非フロン系製品の選択・使用を徹底する。

イ フロン類の排出の抑制

（ ）フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律 平成13年法律第64号

に基づいて、点検や機器の更新を行うことなどにより、使用時漏えい対策に取り

組む。

ウ 電気機器具からの六ふっ化硫黄（ＳＦ６）の回収・破壊等

庁舎等の公共施設の電気機械器具については、廃棄、整備するに当たって極力

ＳＦ６の回収・破壊、漏えいの防止を行うよう努める。

(9) その他

ア その他温室効果ガスの排出の少ない製品、原材料等の選択

(ｱ) 物品の調達に当たっては 温室効果ガスの排出の少ない製品 原材料等の使用、 、

が促進されるよう、製品等の仕様等の事前の確認を行う。

(ｲ) 環境ラベルや製品の環境情報をまとめたデータベース等の環境物品等に関する

情報について 当該情報の適切性に留意しつつ活用し 温室効果ガスの排出の少、 、



- 9 -

ない環境物品等の優先的な調達を図る。

(ｳ) 資源採取から廃棄までの物品のライフサイクル全体についての温室効果ガスの

排出の抑制等を考慮した物品の選択を極力図る。

、 、 、(ｴ) 購入 使用する燃料について 現に使用している燃焼設備で利用可能な場合は

バイオマス燃料 都市ガス 液化天然ガス ＬＰＧ 等の温室効果ガスの排出の、 、 （ ）

相対的に少ないものとする。

(ｵ) 燃焼設備の改修に当たっては バイオマス燃料 都市ガス ＬＰＧ等の温室効、 、 、

果ガスの排出の相対的により少ない燃料の使用が可能となるよう適切な対応を図

る。

(ｶ) 重油を燃料としている設備の更新に当たっては、可能な場合、重油に比べ温

室効果ガスの排出の相対的に少ない燃料に変更する。

イ 製品等の長期使用等

(ｱ) 詰め替え可能な洗剤、文具等を使用する。

(ｲ) 弁当及び飲料容器について リターナブル容器で販売されるものの購入を進め、

るとともに、適正な回収ルートを設け、再使用を促す。

(ｳ) 庁舎内の売店等におけるレジ袋の使用や使い捨ての容器包装による販売の自

粛を呼び掛ける。

、 、(ｴ) 机等の事務用品の不具合 更新を予定していない電気製品等の故障の際には

それらの修繕に努め、再使用を図る。

(ｵ) 部品の交換修理が可能な製品、保守・修理サービス期間の長い製品の使用を

極力図る。

ウ エネルギーを多く消費する自動販売機の設置等の見直し

(ｱ) 庁舎内の自動販売機の設置実態を精査し 自動販売機のエネルギー消費のより、

少ない機種やオゾン層破壊物質及びＨＦＣを使用しない機器並びに調光性能 ヒ、

ートポンプ ゾーンクーリング等の機能を有する省エネ型機器への変更を促すと、

ともに、設置台数の減少等適正な配置を促す。

(ｲ) コンビニエンスストア等庁舎内の売店等における営業時間の短縮等省エネルギ

ー化を促す。

エ 購入時の過剰包装の見直し

簡略に包装された商品の選択、購入を図る。

また、リサイクルの仕組みが確立している包装材を用いているものの積極的選

択を図る。

オ メタン（ＣＨ４）及び一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）の排出の抑制

(ｱ) エネルギー供給設備の適正な運転管理を図る。

(ｲ) 庁舎から排出される生ごみ等については 極力 直接埋立ての方法により処理、 、

しないよう 分別や再生利用 適正処理を実施するとともに 環境配慮契約法の、 、 、

基本方針にのっとり、廃棄物処理業者との契約を行う。

３ その他の事務・事業に当たっての温室効果ガスの排出の抑制等への配慮
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(1) エネルギー使用量の抑制

ア 庁舎におけるエネルギー使用量の抑制等

事務所の単位面積当たりの電気使用量の削減に係る2020年度の目標達成及びエ

ネルギー供給設備等で使用する燃料の量の削減に係る2020年度の目標達成に向け

て、次の措置を講じる。

(ｱ) ＯＡ機器 家電製品及び照明については 適正規模のものの導入・更新 適正、 、 、

時期における省エネルギー型機器への交換を徹底するとともに スイッチの適正、

管理等エネルギー使用量を抑制するよう適切に使用する。

(ｲ) 夏季における執務室での服装について 「クールビズ」を励行する。、

また、冬季における執務室の服装について 「ウォームビズ」を励行する。、

(ｳ) 冷暖房中の窓、出入口の開放禁止を徹底する。

(ｴ) 発熱の大きいＯＡ機器類の配置を工夫する。

(ｵ) 昼休みは、業務上特に照明が必要な箇所を除き消灯を図る。

また 夜間における照明も 業務上必要最小限の範囲で点灯することとし そ、 、 、

れ以外は消灯を徹底する。

(ｶ) トイレ、廊下、階段等での自然光の活用を図る。

(ｷ) 職員に対する直近階への移動の際の階段利用の奨励を徹底する。

(ｸ) 給湯器へのエコノマイザーの導入等ガスコンロ ガス湯沸器等の給湯機器の効、

率的使用を極力図る。

(ｹ) 庁舎に 施設規模等に応じてＣＯ２冷媒ヒートポンプ給湯器等の高効率給湯器、

を可能な限り幅広く導入する。

(ｺ) 冷蔵庫の効率的使用を図る。

(ｻ) 照明の点灯時間の縮減等節電のための取組の管理を徹底する。

(ｼ) コージェネレーションシステムを導入している場合には 同システムの停止時、

間中の電力購入量の増加と燃料使用量の減少による温室効果ガスの排出量が最小

となるよう運用時間を適切なものとする。

イ 庁舎における節水等の推進

事務所の単位面積当たりの上水使用量の削減に係る2020年度の目標達成に向け

て、次の措置を講じる。

(ｱ) 家庭と同様の簡便な手法を利用したトイレ洗浄用水の節水を進める。

(ｲ) 必要に応じ、トイレに流水音発生器を設置する。

(ｳ) 水栓には 必要に応じて節水コマを取り付ける さらに 必要に応じ 水栓で、 。 、 、

の水道水圧を低めに設定する。

(ｴ) 水漏れ点検の徹底を図る。

、 、 。(ｵ) 公用車の洗車方法について 回数の削減 バケツの利用等の改善を極力図る

(ｶ) 必要に応じ、食器洗い機を導入する。

(2) ごみの分別

ア 事務室段階での廃プラスチック類等の分別回収を徹底する。

イ 分別回収ボックスを十分な数で執務室内に適切に配置する。
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ウ 不要になった用紙は、クリップ、バインダー等の器具を外して分別回収するよ

う努める。

(3) 廃棄物の減量

ア 使い捨て製品の使用や購入の抑制を図る。

イ 紙の使用量の抑制を図る。

ウ コピー機、プリンター等のトナーカートリッジの回収と再使用を進める。

エ 厨房を使用する職員等へ呼び掛け、庁舎にある厨房施設から排水中に混入する

生ごみの量を抑制する。

オ 食べ残し、食品残滓等の有機物質について、再生利用や熱回収を行う。
し

カ 施設の所在する地域で廃棄物の交換の仕組みが設けられており、これに参加で

きる場合は、廃棄物の交換に積極的に協力する。

キ 廃棄するＯＡ機器及び家電製品並びに使用を廃止する車が廃棄物として処理さ

れる場合には、適正に処理されるよう努める。

ク 物品の在庫管理を徹底し、期限切れの廃棄等の防止に努める。

(4) 政府主催等のイベントの実施に伴う温室効果ガスの排出等の削減

ア 警察庁が主催するイベントの実施に当たっては、会場の冷暖房の温度設定の適

正化、参加者への公共交通機関の利用の奨励等温室効果ガスの排出削減や、ごみ

の分別、ごみの持ち込みの自粛・持ち帰りの奨励等廃棄物の減量化、パンフレッ

ト等に再生紙を使用するなどの取組を可能な限り行う。

また、イベントを民間に委託して行う際には、可能な場合にはグリーン電力の

活用に努める。

イ 警察庁が後援等をする民間のイベントについても、上記取組が行われるよう促

す。

４ ワークライフバランスの配慮・職員に対する研修等

(1) ワークライフバランスの配慮

計画的な定時退庁の実施による超過勤務の縮減、休暇の取得促進等 「警察庁にお、

けるワークライフバランス等の推進のための取組計画 （平成28年３月10日警察庁長」

官決定）に盛り込まれた取組を着実に推進する。

(2) 職員に対する地球温暖化対策に関する研修の機会の提供、情報提供

ア 庁内誌、パンフレット、庁内ＬＡＮ等により、再生紙等の名刺への活用、計画

されている地球温暖化対策に関する活動や研修等、職員が参加できる地球温暖化

対策に関する活動に対し、必要な情報提供を行う。

イ 地球温暖化対策に関するシンポジウム、研修会への職員の積極的な参加が図ら

れるよう便宜を図る。
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(3) 地球温暖化対策に関する活動への職員の積極的参加の励行

職員に、いわゆる「環境家計簿」や「スマートメーター 「家庭エコ診断」によ」、

る電気、ガス等の温室効果ガスの排出の原因となる活動量の点検の実施を奨励する

など、家庭部門における温室効果ガスの排出削減に寄与する活動への参加を促す。

(4) その他

昼休みの一斉消灯等別添２の「省ＣＯ２行動ルール」を実施する。

６ 実施計画の推進体制の整備と実施状況の点検

１ 本計画の推進・評価・点検は、別添３のとおり「警察庁地球温暖化対策推進本部」

において実施するものとする。

２ 本計画の点検結果については、警察庁地球温暖化対策推進本部において、毎年成果

を取りまとめた上で、ホームページ等適切な方法を通じ公表する。
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７ 組織ごとの温室効果ガスの排出削減計画

【警察庁全体】

警察庁温室効果ガス削減計画

2013年度 2014年度 2020年度目標

(単位) (13年度比)

公用車燃料 kg-CO2 1,367,401 1,426,432 1,162,291 －15％

施設のエネルギー使用 kg-CO2 31,120,696 31,849,784 28,008,626 －10％

電気 kg-CO2 22,791,526 23,639,618 20,512,373 －10％

（電気使用量） kWh 44,471,994 45,227,785 40,024,795 －10％

（電気の排出係数） kg-CO2/kWh 0.51 0.52 0.51 固定

電気以外 kg-CO2 8,329,170 8,210,166 7,496,253 －10％

その他 11,359 7,521 7,497 －34％

合計 32,499,456 33,283,738 29,178,414 －10％

2013年度 2014年度 2020年度目標

(単位) (13年度比)

一般公用車に占める次 % 3.5 3.5 40.0 ＋36.5％

世代自動車の割合

公用車の燃料使用量 GJ 19,463 20,311 16,544 －15％

ＬＥＤ照明の導入割合 % 2.6 2.6 50.0 ＋47.4％

用紙の使用量 T 334 339 301 －10％

事務所の単位面積当た kWh/㎡ 82.9 84.2 74.6 －10％

りの電気使用量

エネルギー供給設備等 GJ 161,450 159,771 145,305 －10％

における燃料使用量

事務所の単位面積当た ㎥/㎡ 0.56 0.54 0.50 －10％

りの上水使用量
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【本庁】

警察庁本庁温室効果ガス削減計画

2013年度 2014年度 2020年度目標

(単位) (13年度比)

公用車燃料 kg-CO2 83,444 87,556 70,927 －15％

施設のエネルギー使用 kg-CO2 8,483,136 8,997,660 7,634,822 －10％

電気 kg-CO2 8,033,259 8,486,629 7,229,933 －10％

（電気使用量） KWh 15,301,446 16,415,345 13,771,301 －10％

（電気の排出係数） kg-CO2/kWh 0.53 0.52 0.53 固定

電気以外 kg-CO2 449,877 423,475 404,889 －10％

その他 0 0 0 －

合計 8,566,580 8,997,660 7,705,749 －10％

○ 主な削減対策と削減効果

１ ＬＥＤ照明の導入

２ 省エネ診断の結果に基づくエネルギー消費機器や熱源の運用改善

３ 温室効果ガスの排出の相対的に少ない燃料の使用

４ 環境配慮型入札の実施

５ 超過勤務の縮減等の省ＣＯ２にもつながる効率的な勤務体制の推進
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【地方支分部局等】

附属機関温室効果ガス削減計画

2013年度 2014年度 2020年度目標

(単位) (13年度比)

公用車燃料 kg-CO2 202,079 203,767 171,767 －15％

施設のエネルギー使用 kg-CO2 10,024,002 10,664,433 9,012,602 －10％

電気 kg-CO2 4,619,868 5,338,737 4,157,881 －10％

（電気使用量） KWh 10,272,061 10,180,484 9,244,855 －10％

（電気の排出係数） kg-CO2/kWh 0.47 0.51 0.47 固定

電気以外 kg-CO2 5,404,134 5,325,696 4,863,721 －10％

その他 4,773 2,322 2,291 －52％

合計 10,230,856 10,870,523 9,186,660 －10％

○ 主な削減対策と削減効果

１ ＬＥＤ照明の導入

２ 省エネ診断の結果に基づくエネルギー消費機器や熱源の運用改善

３ 温室効果ガスの排出の相対的に少ない燃料の使用

４ 環境配慮型入札の実施

５ 超過勤務の縮減等の省ＣＯ２にもつながる効率的な勤務体制の推進

○ 推進体制

１ 地方支分部局全体の推進体制

対策の実施責任者は、長官官房会計課長とする。

長官官房会計課長は 地方支分部局のエネルギー使用量及び目標達成見込みを把握、

し、各附属機関にフィードバックする。

２ 附属機関の推進体制

対策の実施責任者は会計課長とし 対策の徹底を図るため 幹部等で構成される委、 、

員会を設置する。

附属機関の会計課長は、目標達成の見込みを踏まえ、必要に応じ、設備改修等の

ハード対策の追加を行うとともに、ソフト対策の強化を指示する。
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【地方支分部局等】

管区警察局温室効果ガス削減計画

2013年度 2014年度 2020年度目標

(単位) (13年度比)

公用車燃料 kg-CO2 983,271 1,037,552 835,780 －15％

施設のエネルギー使用 kg-CO2 11,535,837 11,163,510 10,382,253 －10％

電気 kg-CO2 9,203,885 8,859,190 8,283,497 －10％

（電気使用量） KWh 17,503,349 17,187,691 15,753,014 －10％

（電気の排出係数） kg-CO2/kWh 0.53 0.52 0.53 固定

電気以外 kg-CO2 2,331,952 2,304,320 2,098,757 －10％

その他 6,586 5,200 5,137 －22％

合計 12,525,694 12,206,262 11,223,170 －10％

○ 主な削減対策と削減効果

１ ＬＥＤ照明の導入

２ 省エネ診断の結果に基づくエネルギー消費機器や熱源の運用改善

３ 温室効果ガスの排出の相対的に少ない燃料の使用

４ 環境配慮型入札の実施

５ 超過勤務の縮減等の省ＣＯ２にもつながる効率的な勤務体制の推進

○ 推進体制

１ 地方支分部局全体の推進体制

対策の実施責任者は、長官官房会計課長とする。

長官官房会計課長は 地方支分部局のエネルギー使用量及び目標達成見込みを把握、

して、各管区警察局にフィードバックする。

２ 管区警察局の推進体制

対策の実施責任者は会計課長とし 対策の徹底を図るため 幹部等で構成される委、 、

員会を設置する。

管区警察局の会計課長は、目標達成の見込みを踏まえ、必要に応じ、設備改修等

のハード対策の追加を行うとともに、ソフト対策の強化を指示する。
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【地方支分部局等】

情報通信部温室効果ガス削減計画

2013年度 2014年度 2020年度目標

(単位) (13年度比)

公用車燃料 kg-CO2 98,607 97,557 83,816 －15％

施設のエネルギー使用 kg-CO2 1,077,721 1,111,737 969,949 －10％

電気 kg-CO2 934,514 955,062 841,063 －10％

（電気使用量） KWh 1,395,138 1,444,265 1,255,624 －10％

（電気の排出係数） kg-CO2/kWh 0.67 0.66 0.67 固定

電気以外 kg-CO2 143,207 156,675 128,886 －10％

その他 0 0 0 －

合計 1,176,328 1,209,294 1,053,765 －10％

○ 主な削減対策と削減効果

１ ＬＥＤ照明の導入

２ エネルギー消費機器や熱源の運用改善

３ 温室効果ガスの排出の相対的に少ない燃料の使用

４ 環境配慮型入札の実施

５ 超過勤務の縮減等の省ＣＯ２にもつながる効率的な勤務体制の推進

○ 推進体制

１ 地方支分部局全体の推進体制

対策の実施責任者は、長官官房会計課長とする。

長官官房会計課長は 地方支分部局のエネルギー使用量及び目標達成見込みを把握、

して、各情報通信部にフィードバックする。

２ 情報通信部の推進体制

対策の実施責任者は 通信庶務課長とし 対策の徹底を図るため 幹部等で構成さ、 、 、

れる委員会を設置する。

通信庶務課長は、目標達成の見込みを踏まえ、必要に応じ、設備改修等のハード

対策の追加を行うとともに、ソフト対策の強化を指示する。
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別添１

「省エネルギー診断実施の対象施設」

警察庁が管理する庁舎のうち、省エネルギー診断実施の対象施設は以下のとおりであ

る。

○ 第１段階：2017年９月末までに実施

・ 警察大学校

・ 関東管区警察学校

○ 第２段階：2018年度から2019年度までに実施

・ 東雲合同庁舎

・ 科学警察研究所

・ 皇宮警察本部（本部庁舎、吹上庁舎、赤坂庁舎）

・ 東北管区警察学校

・ 中部管区警察学校

・ 近畿管区警察学校

・ 中国管区警察学校

・ 四国管区警察学校

・ 九州管区警察学校
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別添２

「省ＣＯ２行動ルール」

【公用車等の効率的利用】

・ 霞が関界隈での移動は、徒歩又は共用自転車を使用する。
わい

・ 公用車の利用は、必要最小限とする。

・ エコドライブを励行する。

・ タクシーの相乗りを励行する。

【エネルギーの削減】

・ 業務に支障がない限り、昼休みには執務室を消灯する。

・ 人がいない事務スペースは消灯する。

・ 離席の際には、パソコンの蓋を閉じる、又は電源を切る。

・ テレビの主電源オフを励行する。

・ 退庁時にコピー機等のＯＡ機器の主電源をオフにする。

・ 上下階への移動は、極力階段を利用する。

・ 冬季を除き、洋式トイレの便座ヒーター及び温水機能を停止する。

冬季においては、洋式トイレの使用後は、便座の蓋閉めを徹底する。

・ 給湯室等を利用する際、湯・水の蛇口をこまめに閉める。

【用紙類の使用量の削減】

・ 両面コピーの徹底を図る。

・ 不要となったコピー用紙（ミスコピーや使用済文書等）の再使用の徹底を図る。

・ 情報の電子的共有によるペーパーレス化を図る。

・ 使用済み用紙の裏紙使用を図る。

・ 使用済み封筒の再使用等、封筒使用の合理化を図る。

【ワークライフバランスの推進】

・ 勤務時間外における会議等は極力実施しないよう努める。

・ 超過勤務を縮減するとともに休暇の取得促進に努める。

【グリーン調達の推進】

・ 環境に配慮した物品等の調達を推進する。

【ごみの分別】

・ 不要になった用紙は、クリップ、バインダー等の器具を外して分別回収する。
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別添３

警察庁地球温暖化対策推進本部の設置について

１ 目的

「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべき措

置について定める計画 （平成28年５月閣議決定）に基づく「警察庁がその事務及び事」

業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置について定める計画 （以」

下「警察庁実施計画」という ）について、推進・評価・点検を実施するため、警察庁。

地球温暖化対策推進本部（以下「本部」という ）を設置する。。

２ 構成

本部長 総括審議官

本部員 会計課長

総務課長

人事課長

生活安全企画課長

刑事企画課長

組織犯罪対策企画課長

交通企画課長

警備企画課長

外事課長

情報通信企画課長

会計課会計企画官

３ 所掌事務

本部は、次に掲げる事務を行う。

(1) 警察庁実施計画の推進に関すること。

(2) 警察庁実施計画の推進状況の評価・点検に関すること。

(3) 警察庁実施計画の見直しに関すること。

４ 構成員以外の者の出席

、 、 、 。本部は 必要に応じ 構成員以外の者に対し 本部への出席を求めることができる

５ 庶務

本部の庶務は、長官官房会計課において行う。


